
1 はじめに 

近年，保育所に入所申請しているにも関わらず，落

選して待機している状態にある児童，いわゆる待機児

童が増加している．保育所に児童を預けられないばか

りに就業を断念したり，やむを得ず育児休暇を延長し

たりする女性は少なくない．このような待機児童の増

加が引き起こす諸問題を統括して待機児童問題と呼ぶ．

近年の少子高齢化による労働力人口減少への懸念から，

これらの問題に対して早急な対策が必要であることが

示されている 1)． 

政府は 2013年 4月に「待機児童解消加速化プラン」

を策定し，2019 年度末までの 5 年間で新たに 50 万人

分の保育供給量を確保し，待機児童解消を図っている
2)．しかし，全体としての保育供給量は増加しているが，

依然として待機児童数は増加傾向にある．これらの傾

向を説明するものとして，保育所の整備による入所希

望者の増加といった内的要因と，保育所への入所を目

的とした他地域からの人口流入といった外的要因が挙

げられる 3) 4) ．前者に関しては，今まで保育所を利用

していなかったが，入所を希望するようになった世帯

が増加することを指している．後者に関しては，整備

を行った地域へ，保育所の入所を目的として転居する

世帯が増加することを指す． 

前述したとおり，労働力人口減少という背景から保

育所への入所希望者数を削減するといった内的要因へ

の対策は有効ではない．一方，外的要因については，

新規保育所の設立には限りがあり，人口流入によって

保育所に対する需要が供給を上回るのは明らかである．

また，人口の流出が起こった際，既存の保育所に定員

割れが生じる恐れもある．現在，保育政策として保育

所の量的拡大が待機児童問題への主な対策となってい

るが，先ほど述べた保育所の整備による人口流出入に

ついて考慮した設立計画が必要である．そのためには

新規保育所の設立について事前評価し，直面した状況

に対して適切な計画を検討することが求められる． 

以上のことを踏まえて，本研究では新規保育所の設

立計画において，事前評価のためのシミュレーション

モデルを構築し，新規保育所の設立数と設立時期が異

なる保育政策が待機児童状況に与える影響を比較分析

することを目的とする． 

2 関連研究 

2.1 保育所整備に関する研究 

過去を遡っても待機児童問題を取り扱った研究は多

くはない．ここでは，保育所の整備による影響に焦点

を当てた研究について述べる． 

保育所の整備が及ぼす影響についてアプローチする

ため，女性の出生率や就業率に着目し，統計データを

用いて実証分析を行っている．保育所の整備が女性の

就業率や出生力の上昇に対して有効であるとし，保育

サービスが量的に拡充していない地域には量的拡充が

必要と述べられている 5) 6) 7)． 

また，保育所の整備状況は自治体の人口規模により，

差異が存在し，必要であっても財源不足から保育所が

整備できない自治体も存在する 8)． 

以上より，自治体にとって保育所の整備は出生率や

労働力の上昇に欠かせないことであるが，財政状況に
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よってその規模は異なることが示されている． 

2.2 地域間人口移動に関する研究 

地域間人口移動に関する研究は過去へ遡ると，多数

存在する．過去の研究では所得水準や雇用水準により

地域間の人口移動が発生するとされ，それらを説明変

数としたモデルが多い 9) 10) 11)．また，地価の変動や道

路整備による交通コストの変化に注目し，地域間人口

移動モデルを作成した研究もある 12) 13)．Fontaine は

ABSを用いて，居住用住宅の潜在需要による人口の流

出入を表現している 14)． 
コーホート(同一出生集団)の動きに注目しながら，

人口移動の要因となり得る出生・死亡・進学・就職そ

れぞれについて確率的に取り扱い，将来人口を推計す

る研究も存在する．また，エージェントベースシミュ

レーションを用いて都市住民の属性や世帯構成のミク

ロな変化を再現し，マクロな人口動態を推計するモデ

ルの構築に着目した研究も存在する 15) 16)． 

 

2.3 本研究の位置付け 

1 章で述べた通り現在は保育所の整備状況により，

子育て世帯の流出入が発生している．こうした状況を

前提に，保育政策が待機児童数に与える影響を分析す

るためには保育所の整備状況と子育て世帯数のみに焦

点を当てたシミュレーションモデルが必要である．2.1

節で示した研究は統計データを用いた実証分析に留ま

っており，事象のメカニズムにアプローチする事が出

来ない．2.2節で示した研究の中には保育所の需要のみ

に注目した人口移動モデルはない． 

よって，本研究では保育政策が待機児童数に与える

影響をそのメカニズムを含めて分析する．しかし，実

験の規模や比較実験を行うための難しさから，保育政

策に対して実証的な研究を行うことは容易ではない．

このような実証的な検証が難しい事象にアプローチす

るため，本研究ではエージェントベースシミュレーシ

ョン(ABS:Agent-Based Simulation)を用いて，就学前児

童を家庭に持つ子育て世帯の保育所入所までの行動を

再現し，保育所の整備によって人口の移動が発生する

モデルを構築する．本研究で ABSを使用する理由は以

下の通り．先ほども述べたとおり，保育政策に対して

実証的な研究を行うことは容易ではなく，保育政策の

違いによる影響を確認することは難しい．しかし，ABS

によって保育の需要供給をある程度再現することが出

来れば，そのモデル上で様々な政策を試すことが可能

となるからである． 

3 モデル 

3.1 モデル 

本研究で取り扱うモデルは意思決定主体としてのエ

ージェントとそのエージェントが保育所を選択，入所

を行う場としての都市内空間で構成されている．本モ

デルでは保育所を選択，保育所に入所する児童エージ

ェント，入所選考を行い，希望者から入所者を決定す

る保育所エージェントの 2種類のエージェントを定義

した． 

3.2 エージェント 

3.2.1 児童エージェント 

児童エージェントは属性として以下の内部パラメー

タを持つ． 

・誕生年 

・誕生月 

・入所希望順位 

児童エージェントは入所志望順位に従い，第 1志望か

ら第 3志望までの保育所エージェントへ入所申請を行

う．児童エージェントの行動フローチャートを Fig.1に

示す．児童エージェントの転居行動について説明する．

Fig.1より，児童エージェントは待機児童として認定さ

れた際，確率的に他の都市へ転居する．児童エージェ

ントが転居する都市は都市の効用値によって決定され

る．都市 Dの効用値𝑈𝐷は以下の(1)式で表される． 

𝑼𝑫 =  ∑
𝑵𝒋

𝑫

𝑨𝒋
𝑫

𝒋

(1) 

𝑁𝑗
𝐷は都市 D に存在する保育所エージェント j の定員

数，𝐴𝑗
𝐷は都市 Dに存在する保育所エージェント jへの

入所申込者数を表す．つまり，都市の効用は存在する

保育所の入所倍率の総和によって決定され，保育所定

員数が多く，入所申込者が少ないほど高くなる．これ

は，児童エージェントが保育所へ入所することを目的

とし，保育所へ入所しやすい都市が児童エージェント

にとって効用の高い都市であることを表現している．

児童エージェント iが都市 Dを選択する確率は 

𝑷(𝑫|𝒊) =  
𝒆𝑼𝑫

∑ 𝒆𝑼
(2) 

に従う．転居行動は一度しか行わず，(2)式によって

自らが存在している都市が選択された場合，その児童

エージェントは現在の都市に残留するものとする．ま

た，それは転居行動と見なし，以降転居行動は行わな 

いものとする． 
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Fig.1 : 児童エージェント行動フローチャート 

 

3.2.2 保育所エージェント 

 保育所エージェントは以下の内部パラメータを持つ． 

・0歳児クラス定員数 

・1歳児クラス定員数 

・2歳児クラス定員数 

・3歳児クラス定員数 

・4歳児クラス定員数 

保育所エージェントは毎ステップ，入所選考を行い，

応募者リストの中から入所者を決定する．入所選考手

順は以下の通り． 

1) 当該保育所を第 1志望で希望する応募者を，クラ

ス定員に達するか第 1志望の応募者がいなくなるまで

受け入れる．(選抜はランダムで行われる) 

2) まだクラス定員に空きがある場合，第 2志望で希

望する応募者から選抜する．1)と同様にクラス定員に

達するか第 2志望の応募者がいなくなるまで受け入れ

る． 

3) 同様のプロセスを第 3志望まで行う． 

また，保育所エージェントは新学期(翌年の 4 月)にな

ると進級と卒業を行う．進級では 0歳児クラスに所属

していた児童を 1歳児クラスに繰り上げて所属させる．

1，2，3 歳児も同様に上の年齢のクラスへと繰り上げ

る．卒業では 4歳児クラスに所属していた児童を保育

所から除外し，卒業させる．保育所エージェントの行

動フローチャートを Fig.2に示す． 

 

 

Fig.2 : 保育所エージェント行動フローチャート 

  

3.3 本モデルにおける保育需給の表現 

この節では，本モデルにおいて実社会での保育の需

要と供給をどのように表現しているかを述べる．ま

ず，保育所とは，保護者からの申請により，親が労働

者である，病気の状態にある等の理由により家庭にお

いて十分に児童を保育できない場合に，家庭に替わっ

て児童(0~5歳の乳児および幼児)を保育するため，児

童福祉法に基づき位置づけられた「児童福祉施設」で

ある．つまり，義務教育のように，子供の成育過程で

必ずしも入所しなければならない施設ではないことが

わかる．よって，全ての世帯が保育所への入所を必要

としているわけでは無く，特定地域の就学前児童人口

と入所希望者数は一致しない．児童が何歳になるまで

保育所を必要とするかも世帯によって異なる．また，

保育所に入所する際，入所選考が行われ，家族構成や

世帯年収等により，入所しやすさが異なる． 

本研究において以上のようなことは考慮せず，モデ

ルをシンプルなものにするため以下のような仮定を置

いた． 

・世帯年収，家族構成はみな同様とする． 

・すべての世帯には子供が１人のみ存在し，1世帯を

1児童エージェントとおく． 

・すべての児童は 5歳になるまで保育所への入所を必

要とする． 

4 シミュレーション 

4.1 新規保育所設立政策の検討のための実験 

 本節では保育環境の差異による人口移動を考慮した

場合，新規保育所設立の時期及び設立数が待機児童数

と都市内人口へ及ぼす影響についての評価及び検討を

行う．そのため，モデルの都市内空間に 3つの都市を

設定し，シミュレーション実験を行った．児童エージ
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ェントは 3つのうち 1つの都市に所属し，所属してい

る都市内の保育所を選択，入所する．待機児童として

認定された児童エージェントは所属する都市と他の都

市から得られる効用を比較し，確率的に転居(都市間

を移動)する．このシミュレーションモデルを 3都市

モデルとして定義し，シミュレーション実験を行う． 

 本稿では 2種類のシミュレーション実験を行う．1

つ目は 3章で定義したモデルにおける信頼性を検証す

るために実データを用いて 3都市モデルにおけるシミ

ュレーション実験を行う．インプットデータとして

10年間の保育所定員数と人口数を与え，アウトプッ

トとして各都市の人口の推移を出力し，実データと比

較検討する．2つ目は 3都市モデルを用いて異なる保

育政策が待機児童状況に与える影響をシミュレーショ

ン結果から比較分析する．3種類の保育政策を定義

し，各政策を行った際の都市の待機児童数及び人口数

の推移を出力し比較検討を行う．本シミュレーション

では 3種類の保育政策を独立させて実験を行い，他の

2都市は標準的政策をとるものとする． 

4.1.1 実験設定 

本実験では，児童エージェントは毎ステップ一定数

発生し，一定ステップ経過すると消滅するよう設定す

る．1ステップを 1ヵ月とし，12ステップを 1年とす

る．本モデルでは 1年毎に一定数の児童エージェント

が，それぞれの都市内に生成されるものとする．児童

エージェントは転居時，自らが属している都市も含め

て 3都市から転居先を決定する． 

4.1.2 モデルの信頼性検討 

本実験ではインプットデータとして，初期児童エー

ジェント数，初期保育所数，初期保育所定員数，新規

保育所設立数を与える．今回は神奈川県横浜市，横須

賀市，川崎市のオープンデータより，国勢調査及び住

民基本台帳に基づく平成 18~27年度の利用申請者

数，保育所定員数を用いてシミュレーションを行っ

た． 

4.1.2.1 実験結果 

4.1.1項で定義した 3都市モデルより，得られたシ

ミュレーション結果を示す．まずは各都市の待機児童

数，総児童エージェント数，保育所充足率と都市の効

用値の推移を Fig.3~ 6に示す．保育所充足率とは都市

内に存在する保育所に対して，どれだけの児童が入所

しているかの割合であり，入所した児童数を保育所定

員数で除した値である．この値が 1に近ければ，保育

所の需要過多を表し，0に近ければ供給過多を表して

いる．Fig.7~9には総児童エージェント数の推移結果

を用いた利用申請者数のシミュレーション結果と統計

値の比較を示す． 

Fig.3の待機児童数の推移に着目すると，H18から

H21にかけて横須賀市には待機児童が 200名前後存在

し，横浜市と川崎市は 150名前後で推移している．

H23以降，横須賀市の待機児童数は急激に減少し 50

名程度となり，横浜市と川崎市はゆるやかに減少し，

100名程度となっている．次に Fig.4の総児童エージ

ェント数の推移を見ると，全体的な傾向として，横浜

市の人口数は毎年，ゆるやかに増加し，横須賀市は横

浜市と反対にゆるやかに減少していることがわかる．

川崎市は 10年間増減がなく一定に推移していること

が見てとれる．また，Fig.5の保育所充足率の推移に

注目すると，横浜市は一定値に推移し，川崎市はごく

ゆるやかに減少していることが確認できる．横須賀市

は H18~H23にかけては減少し続けているが，H24以

降は緩やかに増加していることが分かる．Fig.6の都

市の効用値の推移を見ると，H24までは 3都市の効用

値は差異なく増加しているが，H25~H27からは横須

賀の効用値が横浜，川崎に比べ低く推移していること

がわかる．Fig.7~9より就学前児童人口が全体的に横

浜市は増加傾向，横須賀市は減少傾向，川崎市は一定

に推移している統計値に対して，シミュレーション結

果が対応していることが読み取れる． 

 

 
Fig.3 : 3都市の待機児童数の推移 

 

 
Fig.4 : 3都市の総児童エージェント数の推移 
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Fig.5 : 3都市の保育所充足率の推移 

 

 
Fig.6 : 3都市の効用値の推移 

 

 

Fig.7 : 横浜市利用申請者数のシミュレーション結果

と統計値の比較 

 

 

Fig.8 : 横須賀市利用申請者数のシミュレーション結

果と統計値の比較 

 

 

Fig.9 : 川崎市利用申請者数のシミュレーション結果

と統計値の比較 

 

4.1.2.2 考察 

Fig.3の待機児童数の推移を軸に考察を述べる．

H18~H20は横須賀の待機児童数が横浜，川崎と比べ

多く存在しているが，これはシミュレーション開始

時，3都市の中で効用が一番高かったため，人口が流

出してきたことによるものと考えられる．その後，横

浜，川崎の待機児童数は増加し，H21,21は 3都市と

も同程度の待機児童数が存在している．H23以降は 3

都市の待機児童数は減少し，横浜，川崎，横須賀の順

で推移している．Fig.4，Fig.6より，横須賀は効用値

の減少によって，人口流出が発生し，待機児童数の減

少につながったと考えられる． 

4.1.3 新規保育所設立政策の検討 

本項では，都市内の保育所定員数と入所倍率によっ

て，人口の流出入が誘発されると仮定する．その時に

保育政策が待機児童数，人口数及びその差分である労

働力人口に与える影響について比較分析する．ここで

定義する政策とは，都市内の待機児童が閾値を超過し

たとき，新規保育所の設立もしくは現状維持のどちら

の選択に重きを置くかの選好を指す．都市は都市内の

待機児童状況 s と現在ステップの自身の行動 a の組ご

とにそれぞれ評価値 V(s, a)を持つ．V(s, a)の更新式は 
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𝐕(𝐬, 𝐚)  ←  𝐕(𝐬, 𝐚) +  𝜸𝒕 (3) 

𝐬 ∈ {(待機児童発生), (問題なし)} (4) 

𝐚 ∈ {(新規保育所設立), (現状維持)} (5) 

𝜸𝒕 =  𝑾𝒕−𝟏 − 𝑾𝒕 (6) 

で与えられる．𝑊𝑡は tステップ時の待機児童数を表し，

都市は(t-1)ステップ時との差分，つまり，前ステップ

からの待機児童数の増減によって評価値を更新してい

く．都市内の待機児童数が都市内の総児童エージェン

ト数の10%を上回ると待機児童発生，それ以下の場合，

問題なしと見なされる．都市は最大の V(s,a)となる行

動 a を選択し，決定された行動が新規保育所設立の場

合，都市内に保育所エージェントを 1生成する．維持

の場合は何も行わずに次のステップに移行する．また，

本実験では保育所の経営リスクを考慮し，保育所エー

ジェントは入所している児童数が，12step 連続で定員

数の 60%を下回ると消滅するように設定する． 

本実験では 3種類の政策を用意した．待機児童発生

の際，初期の段階で新規保育所設立を行う積極的政

策，現状維持を行う消極的政策と待機児童数によって

行動を選択する標準的政策の 3種類である．3種類の

政策は評価値 V(s,a)の初期値の組み合わせによって表

現される．Table.1へ示すように待機児童数発生時，

新規保育所設立に対して正の評価値を持つ政策が積極

的政策，現状維持に対して正の評価値を持つ政策が消

極的政策となる．本節では 3種類の政策をそれぞれ独

立してシミュレーション実験を行い，その結果を比較

検討する．具体的には，2都市に標準的政策を実施さ

せ，残りの都市に 3種類の政策を実施させ実験する．

得られた結果から都市内の労働力人口に着目し，3種

類の政策を比較検討する．Table.2に本実験の実験パ

ラメータを示す． 

 

Table.1 : 各政策の定義 

  標準 積極

的 

消極

的 

V((待機児童発生),  

(新規保育所設立)) 

0 50 0 

V((待機児童発生), 

 (現状維持)) 

0 0 50 

V((問題なし),  

(新規保育所設立)) 

0 0 0 

V((問題なし),  

(現状維持)) 

0 0 0 

 

 

Table.2 : 実験パラメータ 

児童エージェント数 500 

保育所エージェント数 10 

0歳児定員数 10 

1歳児定員数 10 

2歳児定員数 10 

3歳児定員数 10 

4歳児定員数 10 

step数 120 

新規保育所設立数 1 

 

4.1.3.1 実験結果 

本実験で得られた政策毎の待機児童数，総児童エー

ジェント数，保育所定員充足率と効用値の推移を

Fig.10~13に示す．また，政策毎の労働力人口の総和

(120ステップ)を Fig.14に示す． 

Fig.10の待機児童数の推移に着目すると，1年目か

ら 5年目にかけて標準的政策都市では 100名前後から

140名前後まで増加し，積極的政策都市では待機児童

が 150名前後から 50名程度まで減少し，消極的政策

都市では 100名前後から 80名程度まで減少してい

る．5年目以降，標準的政策都市の待機児童数は減少

し 80名程度となり，積極的政策都市は 120名程度ま

で待機児童数が急激に増加し，消極的政策都市では

100名程度までゆるやかに増加している．次に Fig.11

の総児童エージェント数の推移を見ると，標準的政策

都市では 7年目までにかけて増加しているが，それ以

降減少し，1年目と同様の値に収まっていることが確

認できる．積極的政策都市では，1，2年目には 600

名程度存在したが，それ以降減少し，7年目には 400

名程度となっていることが確認できる．消極的政策都

市では 6年目までは 450名前後で推移し，その後，

500名程度まで増加していることが確認できる．ま

た，Fig.12の保育所充足率の推移に注目すると，標準

的政策都市は 6年目までは 65%前後で推移していた

が，その後 85%程度まで増加していることが確認で

き，消極的政策都市でも同様の傾向が確認できる．積

極的政策都市では，1年目から 4年目にかけて 80%ま

で増加しているが，7年目には 50%まで減少し，それ

以降再び 70%まで増加していることが確認できる．

Fig.13の 3都市の効用値の推移を見ると，標準的政策

都市と消極的政策都市は 6年目までは増加し，その後

ゆるやかに減少するという同様の傾向を示していると

判断できる．積極的政策都市は，5年目までは横ばい

に推移し，それ以降増加していることが分かる．

Fig.14の労働力人口の総和を見ると，標準的政策都

市，積極的政策都市，消極的政策都市の順に高い値と
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なっていることが確認できる． 

 

 

Fig.10 : 政策毎の待機児童数の推移 

 

 

Fig.11 : 政策毎の総児童エージェント数の推移 

 

 

Fig.12 : 政策毎の保育所定員充足率の推移 

 

 

Fig.13 : 政策毎の効用値の推移 

 

 
Fig.14 : 政策毎の労働力人口の総和 

 

4.1.3.2 考察 

Fig.14 の政策毎の労働力人口の総和を軸に考察を述
べる．標準的政策が他の都市に比べ，労働力人口を確
保できた理由として，以下のように考えられる．まず，
積極的政策において，新規保育所の設立を活発に行う
ことで，1)人口流入が発生，2)入所倍率が増加，3)待機
児童が発生，4)人口流出が発生，という一連の流れの
中で，児童エージェント数の変動が激しくなることが
Fig.11 と Fig.13 から読み取れる．これは，他の都市に
先んじて新規保育所の設立を行ったことで人口の流入
が発生し，数年後には保育所の整備が人口の増加分に
対して追いつかなくなり，他の都市と比べて入所倍率
が高くなってしまったものだと考えられる．対して消
極的政策では現状維持を行うことで，最初の数年間人
口流出してしまうが，人口の減少によって待機児童数
も同様に減少すると考えられる． 

以上より，1~5 年という期間で見るならば，積極的
政策は労働力人口の増加に有効であるが，5~10年とい
う期間で見るならば，標準的政策の方が有効であると
見なすことができる．消極的政策では，人口流出によ
り，待機児童数を低く抑えることができるが，同時に
総児童エージェント数も少なくなってしまうので，労
働力人口は 3種類の政策の中で最も低くなると考えら
れる． 

5 おわりに 

本研究では新規保育所の設立数と設立時期が異なる
保育政策が待機児童状況に与える影響の比較分析を
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ABSを用いて行った． 

3 都市モデルを用いた実験結果より，標準的政策が
他の政策と比較して，都市内の労働力人口を確保する
ために有効であるという知見を示した．つまり，過去
の待機児童数を指標にして行動を選択することが保育
政策において有用であることが示された． 

しかし，転居の際の移動コストや都市内の保育所整
備状況による出生率の増減など，現実問題として取り
込めていない要素が多々存在する．つまり，本稿で取
り扱ったシミュレーションモデルはいくつもの仮定に
基づいて構築されたものであり，現実的な接地を図る
必要がある．具体的には 1世帯を単位としたエージェ
ントを取り扱い，内部状態として家族構成，家計や勤
務地を持たせる．そうすることで，保育所整備による
転居や出生の意思決定などの行動を経済学的な視点か
らアプローチすることが可能になり，説得性に富むモ
デルとなることが考えられる． 

最後に，今後の展望として新規保育所の立地，設立
数，設立時期の 3つの要素をパラメータとして持つシ
ミュレーションモデルへの拡張が考えられる．都市内
での局所的な待機児童発生に対応することが可能とな
り，より広範囲の問題にアプローチすることができる．
そのために，実験対象都市のセル型仮想都市化と人口
流出入モデルの見直しなどが必要であると考えられる．
また，都市の税収と保育所の建設コストやランニング
コストを考慮して，新規保育所の設立と既存保育所の
維持に制約がある状況で，労働力人口及び税収を確保
するための保育政策の検討が挙げられる．都市の財政
状況と都市内の労働力人口は密接な関係にあり，保育
政策には労働者が保育活動に時間を削られず，社会的
付加価値を生み出しやすいよう促す目的もある．つま
り，待機児童問題を論じるうえでは待機児童数の削減
だけでなく，金銭にまつわる事情も考慮しなくてはな
らない． 
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